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A Strategic Model of Non-technological Advantage between Platforms 





This paper argues that a strategic theory of non-technological advantage between platforms; the 
mechanism of Winner-Takes-All and countermeasures in platform products and services.  The 
formation of WTA may basically be brought by superior technological strategies.  In the meantime, 
there may also be non-technological aspects achieving WTA.  The paper demonstrates non-
technological factors and countermeasures, which affirms that the superior technological innovation 
does not necessarily make a platform to be dominant in the competition between platforms.  The 
mechanism leading to WTA by effective non-technological factors and countermeasures can be 
positioned in a WTA forming model. 
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 1 ．はじめに 
 1－ 1  本稿の始点（問題意識） 
本稿は、ソフトウェア製品の WTA（１）（Winner Takes All：１人勝ち）現象に着目するものである。
WTA は優れた技術によってのみ形成されるものであるのか。例えばマイクロソフト社のウィンドウズ
OS はマック OS より技術的に優れているから WTA になったのか、アドビシステムズ社の Adobe 
Reader は機能的に優れているから WTA になったのか。また WTA を逆転させる、もしくはシェア格
差を縮小するにはどのような戦略が有効であるのか。例えばマイクロソフト社のウェブ閲覧ソフトであ
る Internet Explore は技術的に優れているから Netscape に逆転勝利したのか、アドビシステムズ社の
Adobe Reader やマイクロソフトのアプリケーションである MS-Word やセット製品である「オフィ
ス」は今後も WTA を維持し続けられるのか、コンピュータ言語である JAVA はなぜ普及したのか。本
稿は上記のような疑問に答えることを問題意識としている。 
 

















 2 ．プラットフォーム（PF）製品・サービスの定義 




ゲームや OS はプラットフォーム製品だということになる。 


































なお、以下では、プラットフォームを PF と略記することがある。 
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 2－ 3  ソフトウェアのプラットフォーム性 
OS のようなソフトウェアは、アプリケーションソフトという補完製品がある。ブラウザーソフトに




アプリケーションソフトの数は OS の利用者数に影響する。ブラウザーソフトは、WEB コンテンツ











 3 ．PF 製品・サービスの 1 人勝ち（WTA）のメカニズム 














（ 1 ）収益モデルの確立 
成長するためには投資資金が必要である。最初は赤字でもやがて黒字化しない限り、ビジネスは継続





の YouTube がそのような例外の事例である。 
 









るためである。（この意味で、スイッチングコストは直ちに WTA 要因とは言えず、撹乱要因となる。） 
 
（ 3 ）ネットワーク効果（サイド内ならびにサイド間ネットワーク効果） 
サイド内ならびにサイド間ネットワーク効果が働く場合は WTA になり易い。 
サイド内ネットワーク効果は、同種のプレイヤーの間で働くネットワーク効果である。例えば知人が
加入していればいるほどユーザーの便益が高まると言う現象である。サイド内ネットワーク効果が高い
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は、市場全体の WTA 度は下がることになる。 
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例えば、複数の SNS を使うことは、SNS に日記を書いている者にとっては、一覧性がなくなり面倒
という意味でコスト（手間）が大きい。ソフトウェアの場合は、例えば、複数の OS を使うためには、
複数のハードが必要であり、複数の使用方法を覚えなければならない。現在、業務用 OS にはウィンド
ウズ OS、リナックス、FreeBSD、ソラリス、マック OS などがあるが、仮想化ソフトなどを用いない
限り、基本的にはそれぞれ専用のハードウェアを用意する必要がある。 
ただし、マルチホーミングは複数のサービスを使うことによるメリットも存在する。利用者側にとって
みれば、複数の OS を使うことで、より多数のアプリケーションを使うことができる。また、OS 提供企





（ 7 ）製品シナジーの利用 
ここで取り上げる製品シナジーは、WTA をすでに獲得した製品を使って、別の製品をバンドル（セ
ット販売）したりして、顧客誘導することによって、後者も WTA へと導くことである。 
例えば、Yahoo! は、ディレクトリー検索とオークションで構築した WTA を使って、ニュースサイ
トでも WTA 状況をつくることに成功した。ソフトウェアの場合は、強い製品とのバンドルによって、
後発製品の WTA に成功した事例がこれに当たる。後述するマイクロソフト社の IE の例では、IE 参入
時点では OS へのバンドルが先行した Netscape への格差縮小戦略であったが、今では WTA 維持に貢
献する要因となっている。 
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このようなことから、市場が大きく成長しつづける場合は WTA 要因が働きにくくなる。 
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 4 ．対抗戦略の技術「非」決定論 
前述の WTA の要因に対して、WTA の進行を抑制したり、逆転したりする対抗戦略（WTA 要因を妨
害する戦略）が存在しえる。以下で、対抗戦略に関して論じる。なお、上述したように、本稿では技術
的優位による WTA や格差縮小は直接の議論の対象にしていない。 
 
 4－ 1  対抗戦略の概要 




イドの収益源の追加がある。これは、Platform Side-making とでも呼ぶべき戦略である。 
 
















（ 5 ）Platform Alliance＝プラットフォーム連携： 




でトップ企業の WTA 要因に対抗できる場合もある。 
水平連携では、同じ機能をもつプラットフォームが連携して、顧客基盤や補完業者基盤を共有する。
























図２ PF 製品の WTA 形成メカニズムと対抗戦略 
 
 4－ 2  各対抗戦略の事例 
以下に、上記した各対抗戦略に該当する事例をあげる。 
 
（ 1 ）Profit Model Destruction 
無料モデル（Platform Free Model）による先行企業の収益モデルの破壊の古典的例として、マイク
ロソフト社の Netscape への対抗戦略がある。1990年代前半においては Netscape はブラウザー市場に
おいて圧倒的な WTA 状況にあった。これに対してマイクロソフト社がとった戦略がウインドウズ OS
への Internet Explore（IE）のバンドル（製品シナジーの利用）と同時に、サーバーOS であるウイン
ドウズ NT への Web Server ソフト（IIS）の無料バンドルであった。これは、ネットスケープ社の利
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IE の逆転戦略に大きく貢献したと考えられる。 
異なる利益サイドの追加（Platform Side-making）による先行企業の収益モデルの破壊の試みとし
て、ベンチャー企業のクセロ社（５）によるクセロ PDF の事例がある。 
PDF ファイルを閲覧するソフトはアドビシステムズ社の提供する Adobe Reader が、100%に近いシ
ェアを持つ状態が続いている。PDF ファイルの閲覧（サブシディサイド）はアドビシステムズ社が提









































Gmail がある。Gmail は、ウェブメールで WTA 状況になりつつあるが、操作性において Google 
Chrome との親和性が良い（具体的には両者を組み合わせた際の処理能力が速いなど）。グーグル社
は Gmail というウェブ上のメールソフトを武器にして、その下位階層の製品である Google Chrome
（ウェブ・ブラウザー）を普及させるという戦略をとったと言える。さらに、グーグル社は、Google 
Chrome の下位層であるクローム OS を普及させるという戦略をとりつつある。これにより、現在ウ
ェブ閲覧アプリケーションで WTA 状態にある Internet Explore（IE）の顧客基盤を掘り崩す戦略に
出ている。 
 











代表的な事例として、コンピュータ言語の JAVA による「階層介入」（７）がある。JAVA で書かれた
ソフト＝JAVA アプリは、どの OS でも動く。これにより、OS による囲い込みを抑制することができた。 
JAVA が市場に投入されたのは1995年であったが、1990年代後半にサン・マイクロシステムズ社
（以下サン社）は IT バブルにのって Unix 市場で IBM や HP と比肩する大きなシェアを獲得していた。
しかしコンシューマー市場で大きなシェアを獲得しつつあったマイクロソフト社は、Unix が主流を占
めるエンタープライズ市場でのシェア獲得を計画しており、サン社にとって脅威であった。サン社は
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JAVA による階層介入の施策を、シェアを伸ばし始めたマイクロソフト社のウィンドウズ OS に対する
攻撃と、既存の Unix 市場をウィンドウズから守る二つの目的で、また新たに JAVA のプラットフォー
ムでのエコシステム（８）を形成するための切り札として位置付けていたと考えられる。 
JAVA においては、サン社の商用 OS であるソラリスやリナックスなどの OS とマイクロソフト社の
ウィンドウズ OS（サーバーとクライアント）の間を、クロスプラットフォーム階層を追加（階層介
入）することで橋渡しをおこなった。この戦略は、ユーザーのマルチホーミングコストを下げ、ウィン
ドウズ OS が持つサイド間ネットワーク効果の効力を下げるという意味を持っていた。 
 


















（ 5 ）Platform Alliance 





























水平連携の事例として NEC 社の PC98 シリーズと OADG の事例がある。 
1980年代までは、NEC 社の PC98 に対応するアプリケーションの種類や周辺機器の種類が豊富で
あったために顧客の PC98 以外の別のプラットフォームへの移行が起きにくかった（強いサイド間ネ
ッワーク効果による WTA 状態にあった）。これに対し日本 IBM 社の呼びかけで1991年 3 月に




な環境を提供することで、OADG 陣営（DOS/V 連合）は PC98 シリーズのシェアを逆転すること
に成功した。言い換えれば、IBM 社の DOS/V 連合は、PC98 シリーズのサイド間ネットワーク効果
とサイド内ネットワーク効果の掘り崩しの戦略であった。 
 
 5 ．まとめと今後の課題 
本稿の目的は、技術優位以外の WTA の形成要因を整理し、同時に WTA 状況への対抗戦略を対応さ
せて論じることであった。最後に、必ずしも顧客ニーズをより強くかなえる技術的優位だけで WTA が












（ 1 ） WTA の一般的定義は明確ではない。1 社の圧倒的独占状況だけでなく、数社の寡占状況も WTA に含めて考
えることがある。また、独占の程度（シェアなど）の具体的基準も確立していない。本稿では、ソフトウェ
ア市場でしばしば起こっている 1 社独占的特徴を考慮して、第一位企業が第二位以下企業に大きなシェア格
差を築いている状況を WTA と考えることにする。 
（ 2 ） 例えば、携帯電話において家族は知らない相手よりアクセスできる価値が高い存在である。詳しくは根来・
加藤（2008）参照。 
（ 3 ） yoyaQ.com とはカカクコム株式会社が運営するホテル・旅館専門の予約サイト。 
（ 4 ） Eisenmann, T.（2007）参照。 
（ 5 ） 株式会社クセロは設立から10年にわたり PDF ソフトウェア製品の提供をしてきたが、事業のほぼすべてを
2009年 4 月24日付でアンテナハウス株式会社に譲渡し事業活動を継続している。 
（ 6 ） Platform Envelopment は、Eisenmann 他（2007）が提起した概念である。ただし、Eisenmann 他におい
ては「下位階層からの包み込み」だけが論じられている。 
（ 7 ） 詳しくは加藤（2009）参照。 
（ 8 ） プラットフォーム製品と補完製品群をあわせた全体としての製品・サービスをエコシステムと呼ぶ。消費者
は、プラットフォーム製品の機能だけではなく、エコシステム全体の価値に反応する。 
（ 9 ） スタースイートは以前有料であったが2007年 8 月よりグーグルパックより無料で入手可能となった。 
（ 10） LGPL とは、オープンソースソフトウェアのライセンス体系の一つで、GNU プロジェクトが推進する GPL
の派生形。 
（ 11） 最新版の OpenOffice.org 3.1 は、ウィンドウズ OS（2000 以降）、Linux、Free BSD、Solaris（x86 と
UltraSPARC）および Mac OS X v10.4 以降に対応している。 
（ 12） ERP（統合業務ソフト）の最大手企業。 
（ 13） アドワーズとは、検索エンジン Google の検索結果に連動して Web 広告を掲載するサービス。グーグル社が
広告主に対して提供しているサービスで、検索された単語および Web ページの内容と広告を連動させること
で、利用者の興味のある分野の広告を効果的に表示することができ、高い広告効果を得ることができる。 
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